
東京大学地震研究所地震・火山噴火予知研究協議会規則（案） 

 

平成１８年５月１日制定 

平成２１年４月１８日改定 

平成２２年４月１７日改定 

平成２４年４月２３日改定 

平成２６年５月１５日改定 

平成２６年９月１８日改定 

平成２７年１２月○○日改定 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東京大学地震研究所規則第１０条２項の規定に基づき、地震・火山噴

火予知研究協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営について定める。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、建議等に基づく地震及び火山噴火の研究に関して、連携を緊密にして大

学等の研究計画を協議し、もって研究の有効な推進を図ることを目的とする。 

 

（任務） 

第３条 前条に定める目的を達成するため、協議会は、大学等の連携に関する次の各号に掲

げる事項について協議する。 

（１）大学等の地震・火山噴火研究に関わる経費の概算要求事項と協議会参加機関への研究

経費配分 

（２）大学等の地震・火山噴火研究に関わる研究計画 

（３）大学等の地震・火山噴火研究に関わる研究者交流 

（４）「地震・火山噴火研究の連携と協力に関する協定」に関わるその他の事項 

（５）外部評価委員会に対する評価の依頼 

（６）その他、地震・火山噴火研究の推進に関わる事項 

 

（構成） 

第４条 協議会は、地震研究所長が次の各号に掲げる者を委員に委嘱することにより組織す

る。 

（１） 別表１に示す地震・火山噴火関連部局・施設の長 

但し、この項に該当する者であっても、以下の３号で委員となる者は除外する。 

（２） 別表２に示す大学部局等の推薦を受けた者各１名 

（３） 第９条で定める企画部の部長及び副部長、第10条で定める研究戦略室長、第12条

で定める予算委員会の委員長 

（４） 学識経験者若干名 

２  前項４号の委員は協議会で選出する。 

３  必要に応じて、オブザーバーの参加を認める。 

 

（議長） 

第５条 議長及び副議長は、委員の互選により決める。 

２  議長に事故ある時は、副議長がその職務を代理する。 

 

（任期） 

第６条 第４条１項の委員の任期は、２年とする。ただし、再任は妨げない。 

２  第４条１項の委員に交代や欠員が生じた場合、補欠による委員の任期は前任者の残任期

間とする。 

 

（会議） 
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第７条 協議会は、必要に応じ、議長が招集する。 

２  協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

 

（分科会） 

第８条 協議会の審議を効率的に行うため、協議会の下に地震分科会及び火山分科会を置く。 

２  地震研究及び火山噴火研究に関する固有の事項に関しては、協議会の諮問に基づき,それ

ぞれ地震分科会及び火山分科会で協議することができる。 

３  分科会の主査及び構成員は協議会で選出する。 

４  その他任務は、別に定める。 

 

（企画部） 

第９条 研究計画の企画立案及び研究計画の調整を行うため、協議会の下に企画部を置く。 

２ 企画部の構成員は協議会で決定する。 

３  その任務は、別に定める。 

 

（研究戦略室） 

第１０条 研究計画全体を調和的に推進するために、企画部内に研究戦略室を置く。 

２ 構成員は選考委員会の推薦する候補者に基づき協議会で決定する。室長は室員の互選に

より決める。 

３ 選考委員会の構成と選考手順については、別に定める。 

４ 研究戦略室員の任期は１年とする。ただし、再任は妨げない。 

 

（計画推進部会） 

第１１条 地震・火山噴火研究計画を実施するため、協議会の下に計画推進部会を置く。 

２  構成、部会長、副部会長及び構成員は協議会で決定する。 

３  その任務は、別に定める。 

 

（予算委員会） 

第１２条 大学等の地震・火山噴火研究に関わる研究経費案を策定するため、協議会の下に

予算委員会を置く。 

２ 委員長及び委員は協議会で決定する。 

３ その任務は、別に定める。 

 

（外部評価委員会） 

第１３条 研究計画の進捗状況と結果の評価を行うため、外部評価委員会を置く。 

２  その任務と構成は別に定める。 

 

（庶務） 

第１４条 協議会に関する事務は、東京大学地震研究所において処理する。 

 

（補足） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、協議会の定

めるところによる。 

 

（改廃） 

第１６条 この規則の改廃は、協議会の議を経て行う。 

 

附則 

１ この規則は、平成１８年５月１日から施行する。 

２ 東京大学地震研究所地震予知研究協議会規則（平成１１年９月２２日制定）及び東京大

学地震研究所火山噴火予知研究協議会規則（平成１２年１月２７日制定）は廃止する。 



 

附則 

この規則は、平成２１年４月１８日から施行する。 

 

附則 

この規則は、平成２２年４月１７日から施行する。 

 

附則 

この規則は、平成２４年４月２３日から施行する。 

 

附則 

この規則は、平成２６年５月１５日から施行する。 

 

附則 

この規則は、平成２６年９月１８日から施行する。 

 

附則 

この規則は、平成２７年１２月○○日から施行する。 

 

 



別表１  

 

地震・火山噴火関連部局・施設 

東京大学地震研究所 

北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター 

弘前大学大学院理工学研究科附属地震火山観測所 

東北大学大学院理学研究科附属地震・噴火予知研究観測センター 

東京大学地震研究所附属地震予知研究センター 

東京大学地震研究所附属火山噴火予知研究センター 

東京大学地震研究所附属地震火山噴火予知研究推進センター 

東京大学地震研究所附属観測開発基盤センター 

東京大学地震研究所附属地震火山情報センター 

東京大学大学院理学系研究科附属地殻化学実験施設 

東京工業大学火山流体研究センター草津白根火山観測所 

名古屋大学大学院環境学研究科附属地震火山研究センター 

京都大学防災研究所附属地震予知研究センター 

京都大学防災研究所附属火山活動研究センター 

京都大学大学院理学研究科附属地球熱学研究施設火山研究センター 

高知大学理学部附属高知地震観測所 

九州大学大学院理学研究院附属地震火山観測研究センター 

鹿児島大学大学院理工学研究科附属南西島弧地震火山観測所 

 

 

 

 

別表２ 

 

大 学 部 局 等 

秋田大学大学院工学資源学研究科 

新潟大学災害・復興科学研究所 

東京大学大学院理学系研究科 

東京大学史料編纂所 

鳥取大学大学院工学研究科 

東海大学海洋研究所地震予知研究センター 

立命館大学総合科学技術研究機構 

独立行政法人国立文化財機構奈良文化財研究所 

京都大学防災研究所 

東京大学大気海洋研究所 

 




